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研究成果の概要（図・グラフは使用しないこと） 

 今年度の在外研究の目的は、格差拡大と貧困化について、マルクス経済学の見地から、

ヨーロッパの研究動向と現状を研究・調査することであった。具体的には、①ヨーロッパ

のマルクス経済学による格差拡大と貧困化についての研究動向の調査、②ヨーロッパにお

ける格差拡大と貧困化の状況と日本との比較、③格差拡大と貧困化の解決策として近年注

目されているベーシックインカムをめぐる議論についての調査・研究、の三つを柱に据え

て臨んだ。約一年間の研修期間で得た成果は、以下の通りである。  
 まず①については、 Guy Standing などが提起している「レント資本主義論」のフォロ

ーを中心に、ヨーロッパにおける議論のサーベイを行った。それに基づき、②のヨーロッ

パと日本の比較を行い、1990 年代後半以降の日本の格差拡大と貧困化には、（ヨーロッパ

などの他国とは異なる）日本独特の金融政策の展開が大きな影響を与えたという重要な知

見 を 得 た 。 そ し て 、 こ の 得 ら れ た 知 見 を も と に 、 18th Annual  Forum of  the World  
Association  for  Pol i t ical  Economy と Twenty-Second  Annual  His tori cal  Mater ial ism 
London Conference の 2 回の学会発表を行うとともに、論文（ Sosuke  Morimoto ,  Japan’s 
unconventional  monetary  pol icy  and the impoverishment o f  the working  c lass :  The 
fai lure  o f  the  “cheap Japan s trategy” ,  The Japanese  Pol i t i cal  Economy,  51 :4 ,  2025,  
pp .407-432）の執筆を行った。これまでの学界の議論では、企業によるリストラや新自由

主義的労働市場改革政策、そしてそれらによる非正規雇用の拡大によって労働分配率が低

下し、格差拡大と貧困化が進んだとする、年々の付加価値（ GDP）のフローに注目するも

のが主流であったが、本研究では、1999 年からのゼロ金利政策、2001 年からの量的緩和

政策、2013 年からのアベノミクスに代表される日本の「非伝統的な」金融政策の展開が、

日本 の労働者階級の 資産を奪う ことで格 差拡大と貧困化を促 進する効果をもって きたと

する、フローだけでなくストック面にも注目する分析と主張を展開した。このような見地

と議論に対し、幸い学会発表の場でも興味を持ってもらえたほか、執筆した論文も海外ジ

ャーナルの査読を無事に通過して、在外研究中の年度内に掲載される運びとなった。  
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研究成果の概要（つづき） 

 ③のベーシックインカムをめぐる議論については、中央銀行による引き受けを伴う国債

発行 による財源をも とにベーシックイン カムを実現するとい うヨーロッパでの議 論につ

いて知ることができた。このことは、アベノミクス以降の現在の日本において、中央銀行

が事実上の引き受けを行うことによって大量の国債発行が行われるとともに、各種の補助

金政策が大々的に展開されていることともある程度符合し、現在展開されている補助金政

策をベーシックインカムに変えるだけで、日本でベーシックインカムを実現できることを

示唆するものでもある。しかし、ヨーロッパの状況を見ると、約 30 年前にベーシックイ

ンカムについての議論が提起された時と比べて、状況が大きく変わったことも在外研究中

にわかった。具体的には、 EU が成立して以降のこの約 30 年の間に、所得の低い国から

高い国への移民が増え、そのような最近来たばかりの移民も含めてベーシックインカムを

提供することには、強い反対の機運が高まっているという問題が生じている。ただし、日

本と比較するとヨーロッパの労働者の状況はかなり良く、単に名目賃金が上昇し続けてい

るだけでなく、労働時間の短縮やリモートワークの拡大もかなり進んでいる。このような

ヨーロッパの労働者と比べると、毎日満員電車に乗って長時間通勤して長時間労働をしな

がらもヨーロッパと比べてかなり低賃金しか得られていない日本の労働者は、異常にも見

える。なぜ日本の労働者はこのような状況に陥っているのか？  在外研究中の研究および

現地研究者との議論において得た知見の一つは、日本が富を自国の労働者に分配するので

はなく、アメリカに流す政策を長年行ってきたことが原因だということである。ヨーロッ

パはこのような事態を防ぐために EU としてまとまり、アメリカと対等の交渉をできるよ

う努力してきたが、日本は同様のことができず、アメリカとの交渉において不利な立場に

ならざるをえなかったために、アメリカに富を流す政策をせざるを得なかった面がある。

このような知見について、基礎経済科学研究所 2025 秋季研究大会で発表したが、在外研

究中に論文にまとめることまではできなかった。これは帰国後の次年度の課題としたい。 
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① 雑誌論文 

 Sosuke Morimoto, Japan’s unconventional monetary policy and the impoverishment of the working class: The failure of the “cheap Japan strategy”,  
The Japanese Political Economy, 51:4, 2025, pp.407-432. 

 

③ シンポジウム 

Musashi University JPE Symposium: Secular Stagnation in East Asia、2026年 3月 21日、オンライン 

 

④ 学会発表 

 18th Annual Forum of the World Association for Political Economy、2025年 8月 6日～8月 9日、イスタンブール 

 基礎経済科学研究所 2025秋季研究大会、2025年 9月 14日～9月 15日、オンライン 

 Twenty-Second Annual Historical Materialism London Conference、2025年 11月 6日～11月 9日、ロンドン 
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